
　株式会社東峯技術コンサルタントは平成30年１月14日をもち
まして創立40周年を迎えました。このような歴史ある会社に発
展することができましたのも、ひとえにお客様のご愛顧、協力
会社様のご支援、そして何よりも社員の活躍とご家族の皆様の
ご協力の賜物であると深く感謝し、厚くお礼申し上げます。
　弊社が創立された40年前の建設コンサルタント業界は、電気・
機械分野でのコンサルティング技術がまだ活用されておらず、
この分野でのお客様のニーズに応えているとはいえない状況に
ありました。「土木の世界ではコンサルタントが活躍している
のに、なぜ電気・機械のコンサルタントがもっと用いられない
のか？ これからは、広く電気・機械の専門技術者によるコン
サルティングが行われなければならない」という使命感から弊
社は生まれました。周囲から「電気・機械専門のコンサルタン
トでは企業ベースにのせるのは難しい」と言われるなか、未知
の海にこぎ出すがごとき厳しい船出でありました。
　創立当初は、土木の建設コンサルタントと協力して、社会イ
ンフラ整備・構築に関わり、その後、建設省（現国土交通省）、
水資源機構、道路公団（現高速道路株式会社）と直接取引する
コンサルタント企業へと発展していきました。これに伴い、水
処理、道路、河川、防災へと幅広い分野で実績を積み上げ、常
に高い技術力・提案力と高い品質を提供し、お客様のニーズに
応えて参りました。
　建設コンサルタントの歴史は戦後復興と共に社会インフラ整
備・構築から始まり、約70年を経た現在では、整備・構築され
た社会インフラストックの更新計画、長寿命化及び保守点検な
どのアセットマネジメント分野における技術開発が喫緊の課題
となっています。これは、まさしく電気・機械分野の建設コン
サルタントが持つ技術が求められる時代に入ったということで
す。今後、弊社が貢献できる場はさらに拡がっていきます。
　この時代の中で、弊社はこれからも日本の社会インフラを支
える良きパートナーとして、「Passion，Mission，Action」を
念頭に置き、高品質なサービス提供に努めてまいります。
　今後とも、より一層のご愛顧を賜りますよう、よろしくお願
い申し上げます。
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年表
平
成
29
2017

⿟⿟
東
日
本
高
速
道
路
株
式
会
社
か
ら
受
注
開
始

●
九
州
北
部
豪
雨
災
害

平
成
28
2016

⿟⿟
首
都
高
速
道
路
株
式
会
社
か
ら
受
注
開
始

⿟⿟
福
岡
北
九
州
高
速
道
路
公
社
か
ら
受
注
開
始

⿟⿟
職
場
環
境
改
善
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
発
足

⿟⿟
近
畿
地
方
整
備
局
、
水
資
源
機
構
表
彰
受
賞

平
成
27
2015

⿟⿟
学
生
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
定
期
受
け
入
れ
を
開
始

⿟⿟
幹
部
研
修
（
池
田
不
死
王
閣
）

⿟⿟
若
手
社
員
研
修
（
大
阪
労
働
協
会
）

平
成
26
2014

⿟⿟
２
月
10
日
、
株
式
会
社
ト
ー
ホ
ー
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
設
立
（
大
阪
市
浪
速
区
幸
町
）

●
「
公
共
工
事
の
品
質
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
律
」
改
正

平
成
25
2013

⿟⿟
防
災
行
政
無
線
業
務
受
注
開
始

⿟⿟
35
周
年
記
念
行
事
（
ハ
ワ
イ
、
東
京
デ
ィ
ズ
ニ
ー
リ
ゾ
ー
ト
）

平
成
24
2012

⿟⿟
西
日
本
高
速
道
路
株
式
会
社
か
ら
受
注
開
始

⿟⿟
消
防
・
救
急
無
線
デ
ジ
タ
ル
化
業
務
受
注
開
始

⿟⿟
東
京
都
か
ら
受
注
開
始

⿟⿟
11
月
12
日
、
札
幌
営
業
所
開
設

⿟⿟
技
術
基
盤
・
市
場
開
発
・
人
材
基
盤
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
発
足

⿟⿟
幹
部
研
修
第
二
弾

⿟⿟
１
月
５
日
、
関
東
営
業
所
開
設

●
笹
子
ト
ン
ネ
ル
天
井
板
落
下
事
故

平
成
23
2011

⿟⿟
幹
部
研
修
第
一
弾

●
東
日
本
大
震
災

平
成
22
2010

⿟⿟
12
月
20
日
、
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
部
門
追
加
登
録
（
河
川
、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
部
門
）

⿟⿟
７
月
14
日
、
奈
良
営
業
所
開
設

平
成
21
2009

⿟⿟
社
員
持
ち
株
会
発
足

⿟⿟
６
月
１
日
、
資
本
金
２
０
０
０
万
円
に
増
資

●�

国
土
交
通
省
「
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務
等
に
お
け
る

プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
方
式
及
び
総
合
評
価
落
札
方
式
の
運
用
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
」

平
成
20
2008

⿟⿟
水
資
源
機
構
か
ら
受
注
開
始

⿟⿟
奈
良
県
か
ら
受
注
開
始

⿟⿟
日
本
下
水
道
協
会
下
水
道
研
究
発
表
会

平
成
19
2007

⿟⿟
中
日
本
高
速
道
路
株
式
会
社
か
ら
受
注
開
始

⿟⿟
30
周
年
記
念
行
事
（
ベ
ト
ナ
ム
・
カ
ン
ボ
ジ
ア
旅
行
）

⿟⿟
７
月
10
日
、
九
州
営
業
所
開
設

⿟⿟
Ｕ
Ｓ
Ｊ
で
家
族
新
年
会

平
成
18
2006

⿟⿟
名
古
屋
高
速
道
路
公
社
か
ら
受
注
開
始

平
成
17
2005

⿟⿟
ア
メ
リ
カ
海
外
研
修
（
建
設
機
械
見
本
市
）

●
道
路
公
団
民
営
化

●
「
公
共
工
事
の
品
質
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
律
」
施
行

平
成
16
2004

●
新
潟
県
中
越
地
震

平
成
15
2003

⿟⿟
Ｉ
Ｓ
Ｏ
‐
９
０
０
１
：
２
０
０
０
年
版
認
証
取
得

⿟⿟
６
月
２
日
、
自
社
ビ
ル
取
得
・
移
転
（
大
阪
市
浪
速
区
幸
町
、
土
地
６
９
０
㎡
、
５
階
延
１
０
０
０
㎡
）

平
成
14
2002

⿟⿟
大
阪
府
・
市
以
外
の
地
方
自
治
体
か
ら
受
注
開
始

⿟⿟
25
周
年
記
念
行
事
（
台
湾
旅
行
）

⿟⿟
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
部
門
追
加
登
録
（
機
械
部
門
、
下
水
道
部
門
）

平
成
13
2001

⿟⿟
大
阪
府
か
ら
受
注
開
始

●
第
二
次
改
正
技
術
士
法
施
行

●
電
子
入
札
の
開
始

●
省
庁
再
編
で
国
土
交
通
省
が
誕
生

平
成
12
2000

平
成
11
1999

⿟⿟
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
登
録
（
電
気
電
子
部
門
）

⿟⿟
Ｉ
Ｓ
Ｏ
‐
９
０
０
１
認
証
取
得

●
瀬
戸
内
し
ま
な
み
海
道
開
通

平
成
10
1998

⿟⿟
阪
神
高
速
道
路
公
団
（
現
・
阪
神
高
速
道
路
株
式
会
社
）
か
ら
受
注
開
始

⿟⿟
Ｉ
Ｓ
Ｏ
‐
９
０
０
１
認
証
取
得
活
動
キ
ッ
ク
オ
フ

●
明
石
海
峡
大
橋
開
通

平
成
9

1997

⿟⿟
淡
路
島
に
会
社
保
養
施
設
を
建
設

⿟⿟
20
周
年
記
念
行
事
（
記
念
パ
ー
テ
ィ
ー
、
ハ
ワ
イ
旅
行
）

●
「
公
共
工
事
コ
ス
ト
縮
減
対
策
に
関
す
る
行
動
指
針
」

　

関
係
閣
僚
会
議
決
定

平
成
8

1996

平
成
7

1995

⿟⿟
８
月
２
日
、
名
古
屋
営
業
所
開
設

⿟⿟
４
月
１
日
、
事
務
所
拡
張
（
長
堀
安
田
ビ
ル
３
階
＋
２
階
、
計
６
９
０
㎡
）

●
阪
神
・
淡
路
大
震
災

平
成
6

1994

⿟⿟
本
州
四
国
連
絡
橋
公
団
（
現
・
本
州
四
国
連
絡
高
速
株
式
会
社
）
か
ら
受
注
開
始

⿟⿟
ド
イ
ツ
海
外
研
修
（
ダ
ム
浄
化
に
つ
い
て
）

⿟⿟
イ
ギ
リ
ス
海
外
研
修
（
ト
ン
ネ
ル
換
気
に
つ
い
て
）

●
関
西
国
際
空
港
開
港

●�

「
公
共
事
業
の
入
札
・
契
約
手
続
の
改
善
に
関
す
る
行
動

計
画
」
閣
議
了
解

平
成
5

1993

⿟⿟
15
周
年
記
念
行
事
（
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
旅
行
）

⿟⿟
２
月
１
日
、
事
務
所
拡
張
移
動
（
長
堀
安
田
ビ
ル
７
階
か
ら
３
階
へ
統
合
、
４
５
０
㎡
）

●
レ
イ
ン
ボ
ー
ブ
リ
ッ
ジ
開
通

平
成
4

1992

平
成
3

1991

⿟⿟
４
月
１
日
、
事
務
所
拡
張
（
長
堀
安
田
ビ
ル
７
階
＋
３
階
、
計
３
０
０
㎡
）

●
Ｒ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
資
格
制
度
創
設

平
成
2

1990

⿟⿟
大
阪
市
か
ら
受
注
開
始

平
成

昭
和 

元64

1989

⿟⿟
10
周
年
記
念
行
事
（
記
念
パ
ー
テ
ィ
ー
、
グ
ァ
ム
旅
行
）

●�

建
設
省
「
Ａ
Ｔ
Ｉ
構
想
・
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
中
長
期

ビ
ジ
ョ
ン
」

昭
和
63
1988

⿟⿟
７
月
１
日
、
資
本
金
１
０
０
０
万
円
に
増
資

●
瀬
戸
大
橋
開
通

●
青
函
ト
ン
ネ
ル
開
通

昭
和
62
1987

昭
和
61
1986

●
チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
リ
原
発
事
故

昭
和
60
1985

⿟⿟
建
設
省
（
現
・
国
土
交
通
省
）
か
ら
受
注
開
始
（
近
畿
地
方
建
設
局
（
現
・
近
畿
地
方
整
備
局
））

昭
和
59
1984

⿟⿟
元
請
指
名
願
い
申
請
・
業
務
受
注
開
始

⿟⿟
カ
ナ
ダ
海
外
研
修
（
電
力
会
社
視
察
）

昭
和
58
1983

⿟⿟
１
月
、
事
務
所
移
転
（
大
阪
市
南
区
南
船
場　

長
堀
安
田
ビ
ル
７
階
、
１
６
０
㎡
）

●
技
術
士
法
改
正
、
技
術
士
補
の
創
設

昭
和
57
1982

⿟⿟
12
月
15
日
、
資
本
金
５
０
０
万
円
に
増
資

●�

建
設
省
「
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
の
経
営
指
針
」

昭
和
56
1981

昭
和
55
1980

⿟⿟
全
国
の
大
堰
調
査
業
務
、
電
気
機
械
部
門
の
調
査
開
始

⿟⿟
事
務
所
拡
張
（
大
阪
市
南
区
鰻
谷
東
之
町
、
１
０
０
㎡
）

●
イ
ラ
ン
・
イ
ラ
ク
戦
争
勃
発

昭
和
54
1979

⿟⿟
野
田
分
室
で
下
水
道
設
備
設
計
指
針
作
成
業
務
開
始

⿟⿟
野
田
分
室
設
置

●
本
四
架
橋
大
三
島
橋
開
通

昭
和
53
1978

⿟⿟
大
手
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
、
水
処
理
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
か
ら
受
注
開
始

⿟⿟
１
月
14
日
、
株
式
会
社
東
峯
技
術
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
設
立
（
大
阪
市
南
区
鰻
谷
東
之
町
、
資
本
金
２
０
０
万
円
）

年

会
社
の
あ
ゆ
み
（
◦
会
社
の
出
来
事　

●
受
注
案
件
）

社
会
情
勢
（
●
業
界
事
項　

●
一
般
事
項
）
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第 1 期《草創期》　　昭和 53（1978）年 1 月～昭和 62（1987）年 12 月

図面トレースの仕事からスタート

　昭和53（1978）年１月14日、自らを代表取締
役とする株式会社東峯技術コンサルタントを設
立した。在職中から準備を進めていたため、12
月末の退職から日を置くことなく新年早々に創
業することができた。資本金200万円は、学生時
代から貯めてきた貯金を充てた。
　前年10月に契約していた三栄ビルの事務所に
は、中古の机と電話がひとつ。什器備品がほと
んどなかったため、電話で話す声が50平米の室
内によく響いた。
　最初はとにかく営業に歩き回る毎日で、すぐ
買い替えなくてすむよう厚底の靴を買った。建
設コンサルタント業界の知人を訪ね回り、その
うちの１社から図面をトレースする仕事を得た。
パソコンもＣＡＤもない時代、手作業のトレー
スは設計業務につきものだった。この図面トレー
スの仕事を手始めに、建設コンサルタント会社
から少しずつ仕事が入るようになった。
　電気分野の仕事は河野社長自身が担当し、機
械分野については経験者を迎え、仕事をこなし

ていった。以後、「電気室／機械室」あるいは
「電気グループ／機械グループ」など名称は変わ
るものの、技術部門の組織体制は基本的に電気
／機械の２分野体制を敷いている。半年後、事
務職の女性が加わり、電話や来客対応、事務な
どに従事した。
　創業初年度の売り上げは2007万円で、営業利
益は84万円、経常利益は77万円だった。

前　史  　～昭和 52（1977）年 12 月

● 社名の由来と社是「到」

　「東峯」の「東」の由来は、２つある。ひとつは、河野社長の「隆章」という名前

に「東から太陽が昇る」という意味が込められていること。もうひとつは、会社

を創業した大阪は河野社長の故郷の美
み

祢
ね

市の「東」にあることである。やまへん

の「峰」ではなく、やまかんむりの「峯」を選んだのは、山を上に頂くほうが、よ

り険しい道を登る覚悟に合っていたからである。

　東峯技術コンサルタントの社是は「到」である。「情熱と使命感と行動力を持っ

て理想に到ろうと努力し、それを成し遂げると次の理想が見えてくる。さらに

その理想に向けて歩く」という河野社長のポリシーを社是としたのである。そ

れは、当社がたどってきた歩みであり、目指す姿でもある。河野社長は郷里の美

祢市を出て以来、毎年の正月に毛筆で「到」を書いている。

創業者河野隆章：出生から学生時代

　株式会社東峯技術コンサルタントを創業した
河野隆

たか

章
ふみ

は、昭和22（1947）年９月26日、山口県
美
み

祢
ね

市に公務員の父と教師の母の次男として生
まれた。幼少から絵や書道が得意だったため、大
学進学にあたっては建築関係を目指すことも考
えたが、電子工学を学ぶ２年上の兄の勧めもあ
り、電気工学に進んだ。
　山口を離れることはすでに決めていた。心配
した母から「せめて関西までに」と請われたこ
とから、昭和41（1966）年４月、大阪工業大学
工学部電気工学科に進学した。「自立する力と生
きる知恵がどれだけあるのか試したい」と、親
からの仕送りは最初の１カ月で断り、以後卒業
までの４年間、奨学金と家庭教師のアルバイト
で生活費や学費を賄った。体力強化のためのト
レーニングに励み、また感性を磨こうと、野宿
して紀行文や絵を書きながら自転車で日本一周
した。

27歳のとき独立の意志を固める

　昭和45（1970）年３月に大学を卒業し、当時
大阪市南区（現中央区）長堀橋にあった株式会
社新日本技術コンサルタント（現株式会社ニュー
ジェック）に就職した。インフラ建設に関する
調査や基本設計・実施設計を主な業務とする中
で、下水処理場、ポンプ場の電気設備を担当し
た。
　入社４年目、25歳の時に、同社労働組合の委
員長に就任。組合活動を通して、労務管理や福
利厚生に詳しくなり、その重要性を知った。そ
の後、上部団体の建設コンサルタント協議会の
副議長を務め、他社の技術者との交流を深めた。
　業績好調な中で独立を考え始めたのは、昭和

50（1975）年、27歳
のときである。ある
協力会社の社長から
起業家に向いている
と示唆されたことや、22歳で結婚したが子ども
ができなかったためコンサルタントに人生を賭
けてもいいかもしれないという気持ちが、独立
につながった。

会社設立日誌を付けて創業準備

　会社創設を考えるにあたっては、それまで携
わってきた業務の中から、電気・機械に特化し
た専門コンサルタントを目指すことに決めた。公
共土木事業の発注は、建設省（現国土交通省）
通達による「設計・施工の分離の原則」に基づ
き、施工以前の評価・検討・調査・計画・基本
設計・実施設計は建設コンサルタントに委託す
ることが原則となっていた。土木事業には電気・
機械関連の付帯設備が含まれるのだが、当時の
業界ではまだこの分野が手薄であったため、そ
の部分を引き受ける専門コンサルタントに大き
なニーズがあると確信したのである。
　独立を決めてからの３年間は、「会社設立日
誌」を毎日つけた。また、商法や税法の勉強と、
人脈作りに励んだ。
　昭和52（1977）年10月、長堀橋に近い南区鰻
谷東之町にある三栄ビルの３階に、約50平米の
部屋を借りた。相談相手もなく、机、イス、什
器や備品なども自らリサイクルセンターで調達
した。
　同年12月１日、同月末で退職したい旨を上司
に申し出た。河野にとって、それは「相談」で
はなく「報告」であった。急なことでもあり反
対されたが、事務所を契約済みであることも理
由に加え、意志を貫いた。

河
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下水道設備設計指針作成と　　　　　　　　
技術職社員の入社

　昭和54（1979）年、建設コンサルタント会社
を介して、下水道設備の設計指針を作成する業
務を請け負った。下水処理工事完了時に建設会
社が国や自治体に納める完成図書をもとに、設
置されている機械設備の設置年月日・仕様・修
理履歴を台帳に書き出していく仕事である。完
成図書には様々な機械設備のカタログや仕様書、
取扱説明書が添付されており、水処理装置、各
種機器を中心に、日本全国のメーカーの製品カ
タログや取扱説明書を読み解く膨大な作業で
あった。大量の資料を保管するため、大阪市福
島区野田に50平米の部屋を借り、「分室」とした。
　この業務に携わるため、昭和55（1980）年１
月、のちに常務となる吉田学が入社した。吉田
は機械担当の３人目の技術者となり、河野社長
を含めた電気担当の２人、事務員の２人を合わ
せて、社員は全部で７人になった。吉田は工業
高校を卒業して新日本技術コンサルタントに就
職し、下水処理場の設計業務で河野社長が電気
設備を担当している時期に機械設備を担当して、
その後も河野社長と親交が続いていた。同社を
7年勤めたのち退職。その後、下水道設備に詳し
く指針作成業務にあたれるスタッフを探してい
た河野社長から声がかかり、入社して野田分室
に通うことになった。吉田は事務員と２人で半
年間、台帳整理業務に取り組んだ。

事務所の度重なる拡張と社員の増加

　昭和55（1980）年頃から、全国各地の大堰に
付帯する電気・機械設備の調査業務を手掛ける
ようになった。これに伴い、三栄ビル内にそれ
までの倍にあたる100平米のスペースを確保した。
　昭和57（1982）年12月、資本金を500万円に増
資。この頃、社員数は11人になっていた。事務
所はさらに手狭になり、昭和58（1983）年１月、
大阪市南区南船場の長堀安田ビル７階（160平
米）に移転した。
　事業が急拡大する中、昭和57年からの５年間、
経常利益が100万円を下回った。この間、冬季賞
与をほとんど出せなかった時もある。河野社長
は社員との宴席で「創業10年目には賞与をこれ
までの２倍にする」と約束し、昭和62（1987）
年12月、100万円の帯封付きの賞与を渡した。
　昭和59（1984）年10月、初の海外研修で河野
社長がカナダに渡った。大阪工業大学卒業生の
研究グループ30人が現地の電力会社視察を行う
10日間のプログラムで、他国の技術や設備を学
ぶとともに、日本からの参加者との交流を深め
人脈を築いた。

「元請指名願い」を申請

　昭和58（1983）年からは、トンネルの付帯設
備を中心に、道路関連の仕事を受けるようになっ
た。同年１月、電気分野を担う技術者として、溝
口重一（現取締役・電気通信グループリーダー）
が入社した。溝口が大阪工業大学在学中に勤務
していた設備保守管理会社の社長と河野社長が
知り合いだった縁での入社であった。トンネル
付帯設備には照明・換気・消火・非常時誘導な
どがあるが、これらの設備に関する技術の蓄積
があまりなかったため、溝口は帰宅後や休日を
知識習得に費やした。前夜学んだことを翌日説
明する日もあった。
　この頃は、大堰の仕事も道路の仕事も、建設
省の発注先である総合建設コンサルタント会社
の一員という立場で携わったため、東峯技術コ
ンサルタントという社名は建設省に知られては
いなかった。しかし、昭和58年に河野社長が異
なる２社に協力して別々の仕事をした際、両方
の現場に同じ建設省の係長が関わったことを
きっかけに、当社の存在を知られることになっ
た。
　この係長の勧めもあり、昭和59（1984）年１
月、建設省に元請指名願いを申請。次いで、大
阪市、神戸市、阪神高速道路公団、水資源開発
公団にも指名願いの申請書を提出し、指名参加

資格を得た。

近畿地方建設局姫路工事事務所から　　　
現場技術支援業務を受注

　建設省の指名競争入札による受注第一号は、
昭和60（1985）年５月に契約した、近畿地方建
設局姫路工事事務所（現近畿地方整備局姫路河
川国道事務所）の現場技術業務だった。同事務
所は、昭和60年12月までに兵庫県内の太子龍野
バイパスを、昭和61（1986）年３月までに加古
川大堰の工事を完了する必要があり、電気関係
の現場技術業務を近畿地方建設局として初めて
発注することになった。当社は、それまでの電
気設備の調査・設計経験を糧に入札に応じ、受
注に至った。業務内容は、姫路工事事務所の現
場で行う資料作りや、設計図面の問題点の洗い
出し、技術面の補助などである。
　昭和62（1987）年になると、設計業務でも近
畿地方建設局から受注を果たした。大阪府能勢
地方の国道173号のトンネル照明の設計業務であ
る。この頃から、電気機械専門コンサルタント
としての存在が業界でも徐々に知られるように
なり、他の建設コンサルタント会社から電気・
機械の設計業務を依頼されることが増えた。

長
堀
安
田
ビ
ル

売上高 社員数

昭和53年度　　　　　昭和62年度
２人

創業時
13人

昭和62年度末

１億
1,097万円2,007万円 ➡
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第 2 期《飛躍期》　　昭和 63（1988）年 1 月～平成 9（1997）年 12 月

図面作成の子会社を設立

　前年に売り上げが１億円を超したのをうけて、
昭和63（1988）年７月１日、資本金を1000万円
に増資。創立10周年となる平成元（1989）年に
はホテル日航大阪において記念パーティーを催
すとともに、社員旅行でグアムに行った。以後、
５年ごとに海外旅行を実施している。

　平成２（1990）年９月27日、当社と河野社長
らが出資して株式会社トーホーディスプレイを
設立（資本金1000万円）。河野社長が代表取締役
を兼任し、以下役員３人と社員３人で発足した。
主な業務は、当社の技術者が考えた基本設計案
に基づく図面作成である。設計に必ず伴うこの
業務を別会社に移すことで、当社の技術者は調
査・設計などの本来のコンサルタント業務に集
中できる。昭和58（1983）年の技術士法改正で
技術士補の資格が創設されており、専門性を高
めて技術士・技術士補などの有資格社員を増や
す考えだった。トーホーディスプレイも、いず
れ当社以外からも図面作成業務を受注し成長さ
せる計画だった。

業務室を設置し営業・事務職社員を採用

　第２期に入る頃には建設省や自治体等との取
引が増え、継続・拡大する営業・入札・契約に

対応するため事務系の専任担当者を置くことに
した。平成元（1989）年11月、現営業企画グルー
プリーダーの河野秀雄が入社した。河野は、入
社時に業務部長に就任し、ほどなく業務室の設
置とともに業務室長となった。
　当時は、建設省の業務委託先は指名競争入札
で選定されるのが一般的だった。そのため、建
設省等への営業は、指名を獲得するため、担当
部局を頻繁に訪問し技術力と行動力をアピール
することが多く行われており、河野室長も近畿
地方建設局の各事務所を足しげく訪ねて回った。

社内業務のコンピュータ化と　　　　　　　
人事労務制度の整備

　河野室長は、業務のコンピュータ化にも取り
組んだ。社内にワープロはあり、技術部門では
計算にパソコンを利用していたが、事務作業は
手作業で行っていた。河野室長は入社後すぐに、
それまで紙ベースで行っていた物件の予算管理
をコンピュータで行うシステムの作成に着手し、
半年ほどで完成した。
　平成３（1991）年、社団法人建設コンサルタ
ンツ協会（現一般社団法人建設コンサルタンツ
協会）がRCCM（シビルコンサルティングマ
ネージャ）資格制度を創設。当社では、平成５

（1993）年に吉田が合格し第一号となった。
　社員が増え、経理や労務関係の仕事が増加し
たため、平成４（1992）年から、業務室は河野
室長以下３名体制となり、それらの仕事も担う
こととなった。

機械部門も建設省から受注

　建設省からの受注は先述の通り電気関係で始
まったが、平成元（1989）年、機械関係でも第

一号の受注に至った。豊岡工事事務所から発注
された前川樋門詳細設計業務であった。
　平成２（1990）年、全国的な地下鉄駅の冷房
化の動きの中、大阪市交通局から地下鉄駅構内
の冷房設備を設計する業務を受注した。地元大
阪市からの最初の仕事である。その後しばらく、
地下鉄駅の冷房化関連業務は継続する一方で、
大阪市の港湾局からは平成５（1993）年に南港
中埠頭の道路照明の設計業務を受注した。
　第２期は、前期の成長をけん引した上下水道
などの水処理設備と河川関係の売上は漸増にと
どまり、大阪市の物件のような、それ以外のイ
ンフラの付帯設備関係が成長した。なかでも、後
述する道路・トンネル関係の急増が目立った。

新卒社員の定期採用がスタート

　社員採用は、平成３（1991）年までは縁故採
用による中途入社であったが、平成４（1992）
年４月、最初の新卒採用で、工業高校を卒業し
た内芝勝（現機械施設グループチームサブリー
ダー）が入社した。平成７（1995）年４月には、
大卒・大学院卒の新卒採用社員も入社。この年
から、新卒社員の定期採用を毎年行うように
なった。
　事務所も、長堀安田ビルの7階だけだったのが、
３年に３階も借りて合計300平米になった。平成
５（1993）年２月には、同ビル７階から退去し
て３階に統合し、450平米の事務所になった。さ
らに、平成７年４月には２階も借りて、総面積
は690平米になった。

平成６年は道路関連の大型物件が集中

　平成５（1993）年２月～３月、近畿地方建設
局阪神国道事務所から、神戸淡路鳴門自動車道
垂水ジャンクションの照明設備設計業務を受注。
日本最大規模のタービン型ジャンクションで、設
計は困難を極めた。円状の立体交差で運転手の
視野がどう変化するか、３Dでシミュレーショ
ンしたこともあった。同事務所以外に、日本道
路公団、阪神高速道路公団、本州四国連絡橋公
団と４機関がかかわる点でも、多くの調整を要
した。同年12月～翌平成６（1994）年３月に詳
細設計業務を受け、平成６年12月～同７（1995）
年３月と平成８（1996）年２月～３月にも、２
件の修正設計業務が続いた。
　３度目の業務期間中の、平成７年１月17日に
阪神・淡路大震災が発生。阪神地域のすべての
交通機関が止まり、出社したのは東淀川区の自
宅から自転車で来た河野室長と、比較的近くに
住んでいた女性社員の２人だけだった。社員の
安否確認をしようにも電話はつながらず、その
日はできることがほとんどなかった。芦屋市に
あった阪神国道事務所の業務もストップし、３
月にようやく溝口が打ち合わせに出向いたとき
でも、同事務所はまだ避難者でいっぱいだった。
　平成６年は大型で難度の高い業務が集中し、
空港にアクセスするフライト道路設計、長大ト
ンネル内の全設備などを手掛けた。同年12月～
７年３月には、「しまなみ海道」（西瀬戸自動車
道）の多々羅大橋の関連区間等の電気通信設備
の基本設計を行った。本州四国連絡橋公団（現
本州四国連絡高速道路株式会社）からの初の受
注である。道路照明、道路情報可変表示設備、可
変速度標識設備、自家発電設備などの設計で、つ
り橋の橋脚先端に道路状況を監視するカメラを
設置する設計などを行った。

10
周
年
記
念
パ
ー
テ
ィ
ー
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総務担当常務の入社と事務部門の充実

　平成６（1994）年には２人の社員を海外に派
遣した。１月に溝口がトンネル換気の研修でイ
ギリスへ、６月には津國秀樹（現機械施設グルー
プリーダー）がダムの浄化についてドイツで研
修を受けた。
　平成７（1995）年７月、西宮市役所の総務部
長を定年退職した小野博成が常務として入社。
業務室に所属し、営業と総務に従事した。小野
は市役所で事務部門の情報化に携わり、労務関
係の経験、知識も豊富であったことから、河野
室長とともに総務業務を大きく進展させた。
　社員が技術発表などを行い社内の情報共有と
知識の整理・向上を狙う「社内技術発表会」も、
この頃スタートした（コラム参照）。また、この
年には協力会社の懇親会を初めて行った。市内
のレストランを借り切って、日頃の協力に謝意
を伝え、交流を深めた。その後も何度か開催し、
各回10社程度に参加いただいている。

トンネル内ラジオ再放送設備が急増

　阪神・淡路大震災の反省から、建設省では、災
害時メディアとして各車両搭載のラジオを活用
できるよう、トンネル内ラジオ再放送設備を普
及させる政策が進められた。トンネル内でもラ
ジオ放送が受信できるようにしたうえで、災害
などの緊急時には非常時放送の割り込みを可能
にする仕組みである。当社は平成７（1995）年
後半に近畿地方建設局滋賀国道事務所から受注。

翌平成８（1996）年頃までに近畿全域で10件程
度を手掛け、その後も受注は続いた。

淡路島に保養所を建設

　会社創立20周年に当たる平成９（1997）年に
は、淡路島に保養所を建設する計画を立て、７
月に「海の家」を完成した。風光明媚な海岸が
近くにあるため、ゴールデンウィーク、夏の海
水浴、年末年始に社員が家族や友人を誘って利
用している。管理人は置かず、営業企画グルー
プの社員が定期的に出向いて家屋や庭の手入れ
をしている。

●社内技術発表会

　当初は年1回行っていた。その後、年2回開

催されるようになった。ここ数年は、6月・11

月の最終週の金曜日に定期的に行われている。

技術社員、営業社員全員が参加する。3時間に

わたって行われる発表会の内容は、てがけた

物件の技術発表を主たるテーマとするが、営

業、総務、経理、財務などに関する分析や提案

の発表も行っている。

　発表者の決定は、タイムリーなテーマがあ

ると思われる社員を指名したり、部門推薦を

求めるなどでなされる。新入社員が大学時代

の卒業研究の発表を行ったこともある。また、

メーカーによる最新技術の紹介の場としても

活用している。建設コンサルタントは常に最

新の技術と動向を把握していなければならな

いため、技術社員にとっては有効な情報収集

の機会である。営業社員にとっても客先との

話題に乗せるネタとなる。協力関係にある会

社の担当者を招待したところ、同社も同様の

発表会を行うようになり、現在では相互に発

表者を招待している。

　決められた時間内で、大勢を前に、高度な

技術内容を発表することは、発注先の担当者

にいかに分かりやすく説明するかのトレーニ

ングとなる。また、発表後の質疑応答で上司

や同僚からの質問にどう答えるかという点も、

実際の仕事に大いに役立つ訓練である。技術

発表を何度も経験すると、次第に人前で話す

ことに慣れてくるので、より落ち着いた説明

ができるようになる。すべてが建設コンサル

タントに必須なスキルである。

▋発表テーマの例 ▋

《技術部門》
（電気通信分野－電気通信グループ）
電気機械専門コンサルタントのトップを目指す／溝口重一／平22
遊水池管理システムによる信頼性確保／藤岡宏彰／平18
小水力発電設備の更新設計／津本直樹／平28
消防救急無線デジタル化の特殊地域への適用／遠藤大伸／平24
高速道路における太陽光発電設備について／山田真也／平23
業務設計計画と現場施工について／谷郷康之／平21
現場施工側から見た電気設備設計について／堀一／平28
（機械施設分野－機械施設グループ）
排水機場の危機管理行動計画／津國秀樹／平27
設計成果品のミスとその対策／吉田学／平22
送泥管路を利用した雨水滞水池／梅本修平／平21
酸素注入による圧送幹線の硫化水素対策／原村直樹／平20
雨水沈砂池の低圧集砂用除砂設備について／内芝勝／平19
現場業務における安全対策／佐野秀幸／平27
堰機械設備修繕設計について／長尾晃／平26
雨水ポンプ場沈砂池ドライ化電気設備設計／秦貴彦／平27
河川排水機場における長寿命化の考え方について／長尾圭祐／平25
（品質管理分野－品質管理室）
成果品の品質向上について／平井郁二／平23

《事務部門》 （－営業企画グループ）
わかりやすい文章のポイント／河野秀雄／平22
会社の財務状況からみた提案／玉野静恵／平20

社内技術発表会（平成20年）

協力会社懇親会

垂水ジャンクション（出典：国土地理院ウェブサイト） 地下鉄駅の冷房設備等

海の家　完成セレモニー

売上高 社員数

昭和63年度　　　　　平成９年度
13人

昭和63年度当初
32人

平成９年度末

４億
1,912万円

１億
3,132万円

売
上
高
・
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第 3 期《充実期》　　平成 10（1998）年 1 月～平成 19（2007）年 12 月

電気・機械の相談が増え、受注先が拡大

　平成７（1995）年後半に始まったトンネル内
ラジオ再放送設備の業務は、第３期も前半くら
いまでピークが続いた。
　また、近畿地方建設局の中で、これまで接点
がなかった事務所からも電気・機械の専門性を
期待されたと思われる様々な相談が寄せられる
ようになった。平成10（1998）年10月には、阪
神高速道路公団（現阪神高速道路株式会社）か
ら初めて受注。神戸山手線南伸部の受配電網検
討業務に携わった。
　建設省、自治体、公団など公共機関からの受
注は、受注高で平成12（2000）年に全体の半分
程度に達している。

福利厚生制度の充実と　　　　　　　　　　
技術者を支える組織づくり

　平成９（1997）年の創立20周年を機に、労務
関係の見直しを行い、永年勤続表彰とリフレッ
シュ休暇制度を整備し、平成10（1998）年４月
から実施した。
　また、同月、品質管理室と技術開発室を設置。
品質管理室の室長には小野常務、技術開発室は
機械部門の技術士である種眞一が就いた。品質
管理室は完成図書の品質の安定と向上を図るこ
と、技術開発室は技術情報を収集し社内に周知
することを役割とした。
　平成12（2000）年８月、技術資格の手当制度
を創設。技術士、技術士補、RCCMの有資格者
に対して、一資格につき最高３万円の手当を加
算することとした。平成14（2002）年に、勤務
評定制度を制定。賞与に反映するとともに、昇
進の判断材料にした。

ISO9001の認証取得

　平成10（1998）年11月、小野常務（品質管理
室長）を中心に、品質管理の国際規格である
ISO9001の認証取得を目指す取り組みをスター
ト。ISO9001はもともと製造業を対象にして規
定された基準であったため、調査・設計などの
コンサルタント業務の品質管理にはなじみにく
いように思われた。それでもISO9001の規格を
満たすよう、外部専門家の指導を受けながら、品
質目標や作業プロセス、書類管理などあらゆる
項目で規格に準拠したシステムを作り上げた。
　１年余りの取り組みの結果、平成11（1999）
年12月８日、認証を取得した。ISO9001の管理
責任者には小野常務が就任し、内部監査員には
研修を受けた主任以上の10人が認定された。
ISO9001認証取得後は、審査時に受けたオブザ
ベーション（観察事項）に対応しながらシステ
ムの改善を図っていった。品質システムに習熟
するに従い、認証取得時に膨大だった資料は、回
を重ねるごとに余分なものをなくして、徐々に
スリム化されていった。

建設コンサルタント登録と　　　　　　　　
ベテラン技術者の入社

　公共工事の設計業務発注に際して平成６
（1994）年からプロポーザル方式が本格導入され、
コンサルタント登録をしていることが必須条件
となった。当社も平成11（1999）年に、電気電
子部門で建設コンサルタント登録を行った。
　公共事業受託のためのアプローチが変化する
中、社内においては、技術面では技術士資格者
の輩出、マネジメント面では「人間力」ある社
員の育成が会社目標となった。この目標を達成
するため、外部から職業経験豊かな技術士資格
者の獲得を図った。河野社長が卒業した大阪工
業大学の先輩を社員として招いたのである。
　すでに平成７（1995）年に入社している小野
常務に加え、平成12（2000）年に平井郁二、平
成14（2002）年に五味道隆と城野修身が、技師
長として入社した。小野常務が情報処理部門、五
味技師長が電気電子部門、城野技師長が下水道
部門の技術士であり、平成14年に下水道、機械
の各部門で建設コンサルタントの追加登録をし
た。
　平成13（2001）年は、省庁再編で国土交通省

（以下、国交省）が誕生した年である。この年に
発足した小泉内閣のもと公共事業費は大幅削減
され、当社にもその影響はあったが、逆境の中
で新規取引先の拡大に一層の努力をした。13年
の新規取引先となった大阪府からは、岸和田土
木事務所の道路照明施設調査設計業務を受注。
道路の照明柱の現状調査に携わった。14年にも、
神戸市道路公社などと新規取引が始まった。
　ISO9001は、平成15（2003）年１月に2000年
版への移行登録認証を受けた。平成17（2005）
年に更新している。

自社ビル「トーホービル」を確保し　　　　
長堀安田ビルから移転

　長堀安田ビルの２階と３階を使った事務所の
賃借料は年間2640万円にのぼった。それだけの
支払い能力があれば自社ビルが購入可能と判断
し、平成12（2000）年から移転計画の検討に入っ
た。河野社長が大阪府内で20カ所ほどの物件を
検討した結果、大阪市浪速区幸町にあるビルを
購入することに決定した。昭和52（1977）年７
月に築造された、土地293.05平米、総床面積
982.61平米の、５階建てビルである。大阪家具
健康保険組合が所有し、大阪家具厚生年金基金、
大阪家具連合会などが入居していた。
　平成15（2003）年６月２日、中央区南船場の
長堀安田ビルから浪速区の自社ビルに移転。１
階と５階はテナントに賃貸し、２～４階の439.2
平米を当社が使用することにした。ビル名は

「トーホービル」とした。
　徒歩圏に地下鉄、南海、近鉄、ＪＲの各駅が
あり、南海電鉄難波駅は関西国際空港直通電車
が発着し、アクセス抜群の場所である。平成21

（2009）年３月には阪神なんば線も開業し、賑わ
いが増している。

ISO9001認証式

ト
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●指名競争入札からプロポーザル方式・総合評価落札方式へ

　指名競争入札は発注者があらかじめ指名した企業

が入札を行い、最低金額を提示した企業が物件を落

札するしくみである。物件を受注するにはとにかく

指名業者リストに載らなければ始まらない。指名業

者リストは担当部署の課長を中心に決定されるた

め、いきおい営業は課長を筆頭とする課員にいかに

当社の技術力、実績、受注意欲を訴えるかというこ

とになる。技術力、実績だけではリストに載らず、

受注意欲が強いか否かという点も指名の大事な要素

である。建設省の玄関に設置されている名刺入れに

何枚入っているかで受注意欲を図っていた時代で

あった。

　第 3 期にプロポーザル方式が広まり、現在の発

注形式は大部分は総合評価落札方式になっている。

総合評価落札方式は一般競争のため、どの企業でも

参加できるようになった。落札できるかどうかは入

札金額だけでなく、技術提案書の評価点、技術者点

（管理技術者・照査技術者・担当者の資格や実績・

成績や表彰の有無）と価格点の合計点数で受注でき

るかどうかが決まる。会社規模が小さい当社にとっ

ては願ってもない制度である。純粋に技術力と価格

競争力で勝負が決まるので分かりやすい制度であ

る。

　技術提案書は当初は管理技術者が第 1 稿を書き、

営業企画グループの河野が「てにをは」や誤字脱字

をチェックする手順で作成していた。この時期の技

術提案書の評価は決して高くなかった。このままで

は受注競争力が伸びないことを悟った河野は、技師

長に作成への参画を依頼した。技師長が技術的な観

点を積極的に指摘したり、分かりにくい文章を校訂

することにより、提案書のレベルは着実に上がって

いった。こうして、技師長を加えた効果は着実に現

れた。第 1 稿作成者・技師長会・営業企画グルー

プの三者でテーブルを囲んで原稿を厳しく吟味する

ときは、出席者の熱意もあいまって、白熱した議論

となる。テーマによっては怒鳴り合いに近いやりと

りが繰り広げられる。対立と合意を繰り返すことに

より技術提案書の内容はよりブラッシュアップさ

れ、十分な競争力をもった技術提案書ができあがる。

また、技術者以外の者が加わることにより、電気・

機械の専門技術を持たない者にとっても理解できる

書き方をしているか否かの視点が組み込まれるよう

になった。技術提案書の評価に土木関係者も加わる

ことを想定してのことである。

　このように現在では、技術提案書の評価を中心と

した客観的な判定基準で落札が決まるのであるが、

だからといって発注担当者とのコミュニケーション

をおろそかにすると、当該発注がなぜ出されたのか

の背景が明確に意識されない技術提案書ができてし

まう。発注先が抱えている悩みをしっかり聞き取る

ことが大切であるということは今でも変わらない。

インフラの情報化需要の高まり

　米国同時多発テロ（平成13（2001）年）を契
機に、S

ソ ー ラ ス

OLAS条約（海上における人命の安全の
ための国際条約）が改正され、国内法として平
成16（2004）年に「国際航海船舶及び国際港湾
施設の保安の確保等に関する法律」が制定・施
行された。各港湾は、国際貿易港としての条件
を満たすため埠頭施設や水域の巡視や監視など
を行う保安措置を講じなければならなくなった。
大阪港もその必要に迫られ、同年当社が大阪市
から大阪港のセキュリティシステム構築の設計
業務を受注した。フェンスに触れると警報が鳴
るシステムや、侵入を企てる人間を自動的に追
尾する監視カメラ装置、緊急事態を知らせる放
送設備などの設計を行った。
　平成16年は、国交省北陸地方整備局の受注第
一号として、金沢港の情報システムの設計業務
を受注。また、高速道路ではETCの導入が始ま
り、阪神高速道路公団の仕事を皮切りに各地で
ETC設備設計業務を受注した。
　平成18（2006）年には、内閣府沖縄総合事務
所から初の受注があり、沖縄の北部ダムの安全
監視など管理設備の設計にあたった。また、道
路関係では、誘導効果の高いライトファイバー
を利用した視線誘導設備計画（阪神高速道路株
式会社から受託）で新技術の応用にも携わった。
平成19（2007）年からは、スマートインターチェ
ンジの設計業務も始まった。
　道路やトンネルの照明・排水・配電設備や、ポ
ンプ場・樋門・水門などの機械・電気通信設備

の設計も、第３期を通して関西を中心に堅調に
受注した。

技術者を育成し技術士を輩出

　平成２（1990）年の株式会社トーホーディス
プレイ設立後は、本社の技術者は図面作成と数
量積算を同社に発注していたが、本社に一本化
することで合理化できる面もあり、17年２月に
株式会社トーホーディスプレイを廃業した。
　平成17年頃には、経営について議論する幹部
会議を定例化した。この頃のメンバーは、河野
社長、吉田技術第二部長、溝口技術第一部長、河
野室長、津国技術第二部課長で、毎月１回、土
曜の午前に開催していた。
　同年３月、４人目の海外研修を実施。吉田部
長が１週間渡米し、ラスベガスで開かれていた
建設機械展見本市を視察するなどした。
　小野常務、平井技師長、五味技師長、城野技
師長のベテラン技術士４人は、技術士資格者輩
出のための指導にあたった。その結果、17年以
降、下水道部門１人、電気電子部門２人、機械
部門１人の技術士資格者が生まれた。
　平成19（2007）年６月には、技師長が集まり
役割確認や技術向上のための議論をする技師長
会議がスタート。同月技師長となった吉田を中
心に、小野常務、五味技師長、平井技師長、城
野技師長、武内技師長の６人が参加した。
　また、営業地域拡大のため、同年7月、福岡市
東区香椎に九州営業所を開設した（所長：中島
資之営業企画グループチームリーダー）。同年８

月には、初めて学生インターンシップを受け入
れた。明石工業高等専門学校の電気情報工学科
４年生の学生１人に、３週間にわたり電気・機

械専門の建設コンサルタントの仕事を経験して
もらった。

道の駅設備 公園設備

売上高 社員数

平成10年度　　　　　平成19年度
32人

平成10年度当初
35人

平成19年度末

３億
6,804万円

３億
6,725万円

➡
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第 4 期《転換期》　　平成 20（2008）年 1 月～平成 29（2017）年 5 月

総合評価落札方式が普及

　平成20（2012）年も新たな取引先があり、独
立行政法人水資源機構から映像配信設備設計業
務を、九州地方整備局国営吉野ケ里歴史公園事
務所から電気設備設計業務を受注した。
　この年、対外的な講演や発表が２件あった。１
件目は、６月に、河野社長が「今から始めよう

『建設コンサルタントへの道』」と題して、大阪
工業大学で行った講演である。建設コンサルタ
ントという存在が理工系大学の学生や教員にも
それほど知られていない現状に対して、建設コ
ンサルタントの重要性や技術士の意義について
熱く語る内容だった。２件目は、７月の日本下
水道協会下水道研究発表会で原村直樹（現機械
施設グループマネージャー）が「酸素注入によ
る圧送幹線の硫化水素対策」と題して行った発
表だった。

　平成21（2009）年３月に国交省設置の懇談会
が総合評価落札方式に関するガイドラインをま
とめ、公共工事の入札は総合評価落札方式によ
ることが多くなった。この方式では、A４判２
枚程度の技術提案書に業務の実施方針や重要な
検討事項をまとめたものを提出する。技術提案
書に対する評価点の他、担当技術者の資格や表
彰、実績なども点数化されて、それらを合わせ

た総合点で、発注先が決められる。総合評価方
式の増加に合わせ、技術提案書の三者チェック

（執筆担当技術者、技師長、営業担当者）を行う
ことにより、技術提案書のレベルアップを図っ
てきた（第３期コラム参照）。
　同年６月１日、資本金を1000万円から2000万
円に増資。その際、社員に事業家としての自覚
を促すことを狙って、社員持ち株会を発足した。
勤続年数や役職の条件を満たす社員から希望者
を募り、株式の20％を社員が所有するようになっ
た。

設備の長寿命化・維持管理計画業務の　　
取り組み

　政府・自治体の厳しい財政状況と、高度成長
期以降に整備が集中したインフラ設備の老朽化
を背景に、設備の長寿命化と維持管理・更新業
務が求められるようになってきた。中でも河川
管理施設については、平成21（2009）年に始まっ
た国交省河川局の補助事業で、長寿命化計画の
策定と計画に基づく措置の実施が推進された。
総合建設コンサルタント会社からは、電気・機
械関連の長寿命化計画の相談を受けるように
なった。
　機械施設グループでは、排水機場設備やゲー
ト設備の長寿命化・維持管理計画策定業務の提
案資料を同年８月にまとめて、各社に説明。電
気分野でも、電気通信施設アセットマネジメン
トが注目され始めた。
　長寿命化計画等の業務は、総合建設コンサル
タント会社から受注する他、平成22（2010）年、
近畿地方整備局本局から大阪合同庁舎の発動発
電設備の劣化診断と延命化検討の業務を受託。
他に、名古屋高速道路公社から電気通信設備の
更新計画策定（平成23（2011）年）、中部地方整

備局木曽川下流河川事務所から排水機場の受変
電・発電施設などの劣化診断・改修設計（平成
24（2012）年）などを受託した。
　この業務には、運転履歴や故障履歴、部品の
交換履歴などのデータベース化が伴う。創立翌
年に野田分室で取り組んだ地道な基礎資料作成
経験が、ここで生かされている。

奈良営業所と中部営業所を開設

　平成22（2010）年７月に、河川、砂防及び海
岸・海洋部門の技術士である戸田元紀が技師長
として入社。居住地の奈良に営業拠点を設置す
ることと、電気・機械よりも公共工事を広い視
野で見ることができる土木技術者の見識を社内
に取り入れることが、採用の狙いであった。７
月14日、戸田技師長を所長として、奈良市に奈
良営業所を開設した（平成29（2017）年に橿原
市見瀬町に移転）。
　同年は、四国地方整備局、大阪航空局から初
めて受注した。12月には、河川、砂防及び海岸・
海洋部門の建設コンサルタント追加登録を行っ
た。
　また、同年12月８日、中部営業所を名古屋市
中区丸の内に開設。五味技師長が所長に就任し
た。平成23（2011）年９月には、中部営業所が
名古屋高速道路公社の電気通信設備業務を受注
した。
　ISO9001の管理責任者は、小野常務の退職に

伴い、吉田常務が就任した。同年、2008年版の
認証を取得し、平成27（2015）年に更新してい
る。
　平成23年３月11日の東日本大震災の犠牲者に、
津波侵入を防ぐため陸

りっこう

閘を手動で閉じようとし
た消防団員らが多くいた。第２期の終わり頃か
ら、省力化などを念頭に河川やダムの監視など
が人からシステムに変わりつつあったが、操作
する人間の人命救助の観点から、陸閘や水門の
操作の遠隔化・自動化が重要課題となった。近
年頻繁なゲリラ豪雨災害対策からも需要があり、
和歌山、愛知、静岡など、沿岸部各地の水門・
陸閘等管理システム設計に携わった。

中堅・幹部社員研修から　　　　　　　　
ワーキンググループが誕生

　当社は創立以来１年ごとの年次計画を立てて
きたが、中長期の展望を描くため平成23（2011）
年度から経営の５カ年計画を立案することにし
た。それに合わせて中堅・幹部社員の意識改革
に取り組むため、大規模な社員研修を実施した。
　第１弾として、平成23年６月、１泊２日の合
宿研修を山西福祉記念会館（大阪市北区）で実
施した。シンフォニアテクノロジー株式会社の
村山昌彦能力開発センター長の指導のもと、電
気通信グループ・機械施設グループ・営業企画
グループの全グループから主査級以上の12人と、
コーディネーターとして吉田常務、五味技師長、

大阪工業大学で河野社長講演

大型水門

防災行政無線
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河野グループリーダーの計15人が参加。チーム
による意思決定の疑似体験から始まり、マネジ
メント、戦略的行動、課題達成などを座学や自
己チェック、グループディスカッションで学ん
だ。
　第２弾は平成24（2012）年６月から８月まで、
シンフォニアテクノロジー社の五十鈴寮（三重
県伊勢市）で宿泊研修２回、常翔学園大阪セン
ター（大阪市北区）で日帰り研修２回の計４回
実施。主任以上の計16人が参加した。
　研修では、意識改革やチーム力の醸成、行動
力の向上などに取り組み、最後に各自が戦略課
題とキャリアプランを発表した。この発表内容
を受けて、中長期的視点で経営課題に取り組む
３つのワーキンググループを社内に設置。人材
確保と育成を考える「人材基盤」、市場の把握と
新市場開拓を行う「市場開発」、工程管理・品質
向上に取り組む「技術基盤」の３グループが、平
成24年10月に活動を始めた。研修の参加者を中
心に、各グループ６～８人で構成。河野社長は、
各グループの活動費として、自由に使えるよう
ポケットマネーから10万円ずつ渡した。

消防・救急などの無線のデジタル化

　平成24（2012）年は、１月に関東営業所（横
浜市中区）、11月に札幌営業所（札幌市北区）を
開設。東京都から、初めての受注があった（東
京都江東治水事務所「管内排水機場監視制御設
備改修概略設計」）。

　通信に使える電波の周波数の利用が過密に
なっていたことなどから、総務省は消防・救急
無線をデジタル方式に移行することとした。ア
ナログ方式の周波数の使用期限は平成28（2016）
年５月とされたため、自治体の消防行政から消
防・救急無線デジタル化業務の依頼が平成24年
の篠山市を皮切りに、平成28年までに８件寄せ
られた。
　防災行政無線も総務省がデジタル化を推進し、
平成25（2013）年に大阪府守口市から第一号を
受注した。

人材育成プログラムの見直し

　暦年と同じだった会計年度を、平成25（2013）
年６月１日から５月期決算に変更。また、トー
ホービルのテナント管理を別会社で行うため、平
成26（2014）年２月10日、株式会社トーホーディ
プレイを全額出資で設立（平成17（2005）年の
廃業会社と同名）した。事務所はトーホービル
内にあり、今後は、テナント管理業務以外に、技
術者派遣やインフラ施設のメンテナンスも計画
している。
　新入社員の育成プログラムを見直して、平成
27（2015）年４月からは入社後２週間を研修期
間とし、営業企画グループが一人一人に積極的
に関与する方法をとるようになった。会社に徐々
に慣れながら、配属後の上司とは異なる先輩社
員とつながりを作り、後々ちょっとした相談が
できる点もプラスになった。効果をより高める
ため、翌平成28（2016）年からは、研修期間を
１カ月間に延ばした。
　同年、若手社員６人を大阪労働協会が主催す
る新人向け集合研修に参加させた。他社の参加
者と共に半年間定期的に通うプログラムで、参
加した社員は自分をふりかえることができ、一
緒に参加した社員同士が互いに成長を感じたと
いう。同時期に参加した他社社員の意見を聞き

交流したことも刺激になった。参加社員のOJT
担当者も「チューター」として知識やスキルを
学ぶ機会があり、部下の能動的な行動を励まし
自信につなげる方法や態度を学んだ。プログラ
ムの一部に、大阪マラソンのボランティア体験
もあり、翌年自主参加した社員もいる。
　学生インターンシップは、平成27年からは関
西の大学の工学系学部に申し入れて、毎年夏に
受け入れている。平成27年から同29（2017）年
までの３年間は、平成27年４人、平成28年４人、
平成29年２人の参加があった。学生の所属大学
は、大阪工業大学から計４人、兵庫県立大学か

ら計３人、電気通信大学から１人であった。
　同年、勤務評定制度の見直しも行った。外村
英雄企画室室長が中心になり、評価目的や内容
を明確にして、評価者にも被評価者にも分かる
よう「見える化」した。
　平成28（2016）年、社員の自己申告で残業改
善など職場環境についての課題が指摘されたこ
とを受けて、「職場環境改善」をテーマにした
ワーキンググループを設置。第１回の会議が10
月に行われた。また、平成24（2012）年に生ま
れたワーキンググループのうち技術基盤ワーキ
ンググループは技術提案書の向上をテーマとす
ることになった。その結果、ワーキンググルー
プは、人材基盤・市場開発・技術提案・職場環
境改善の４グループになった。

水資源機構優良業務表彰、　　　　　　　　
国土交通行政関係功労者表彰を受賞

　平成28（2016）年７月15日、独立行政法人水
資源機構一庫ダム管理所より、優良業務表彰を
当社が受賞した。一庫ダム管理用水力発電設備
詳細設計業務が認められたものである。
　次いで同年７月20日、国交省近畿地方整備局
より、国土交通行政関係功労者表彰を受賞した。
浪速国道事務所における電気通信施設設計業務
について、優良工事等施行者として当社が、ま
た優秀建設技術者として溝口グループリーダー
が表彰された。表彰は長年の目標で、受賞の知
らせに社内は喜びで沸いた。
　平成27（2015）年５月期は、売上高５億3194
万円、営業利益5869万円、経常利益6095万円と
いずれもこれまでの最高額に達した。同年の新
規得意先は東北地方整備局、名古屋市があり、28
年には横浜市、福岡北九州高速道路公社、首都
高速道路株式会社、平成29（2017）年には東日
本高速道路株式会社が加わって、得意先は全国
に拡大している。

＊　　　　　＊
　平成30（2018）年１月から、創立41年目を歩
み始める。今後、自然エネルギーや再生エネル
ギー設備、公園・ビル屋上などの緑化、モビリ
ティマネジメント、充電スポットの設置など、新
分野の広がりが予想される。既存のインフラの
運営・維持管理や、防災体制の強化のニーズも、
ますます高まるであろう。
　これらの設備・事業における電気・機械専門
コンサルタントの役割は、より重要になる。電
気・機械の技術力を高めると同時に、それが付
随している設備全体を理解する幅広い見識を持
ち、IT・バイオなどの周辺技術も取り入れてい
かねばならない。全社一丸となって、確かな技
術力で、常にその時代の社会を支え続けていく
ことを、改めて決意している。

幹部研修

学生インターンシップ
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●ワーキンググループの活動

　ワーキンググループ（以下「WG」）は現在4グルー

プが活動している。市場開発WG、人材基盤WG、技

術基盤WG、そして職場環境改善WGである。

　（1）市場開発WGでは、東峯技術コンサルタント

の10年先を見越してこれからの市場の展開を予測し、

未来市場で受注を確保するための戦略を検討してい

る。対象を4つのテーマに分けて討議している。

　第1は、「継続受注」の条件。現在の業種、市場にて

シェアを拡大する戦術を検討している。具体的には

自社にとって手馴れた市場で受注規模を大きくして

いく条件は何かを検討している。第2は「異業種業務

へ対応」の条件。現在の市場のなかの新しい業種に

挑戦する戦術を検討している。具体的にはメンテナ

ンス事業の参入等を検討している。第3は「同種業務

への対応」。新しい市場に対して、現在の業種で挑戦

する戦術を検討している。具体的には電気・機械の

技術を新しい視点から見直すことで、未開拓のエリ

アや分野の発掘の検討を行っている。第4は、「新市

場の開拓」。新しい市場に、新しい業種・サービスを

投入する戦術を検討している。

　（2）技術基盤WGでは、国交省において安定した

受注を目指し、入札時における技術提案書の作成方

法と、成果物の品質向上による業務成績の向上を検

討している。

　まず、入札時の技術提案書作成方法については、

優位な評価を獲得するための条件を2つのテーマに

分けて検討している。第1は業務を進める上での課

題と対応案を簡素にまとめる方法、第2は業務の流

れが明確に理解できる実施フロー・工程計画の作成

方法を検討している。

　つぎに、成果物の品質向上による業務成績の向上

については２つのテーマに分けて検討している。第

1は発注者の評価項目や配点表の周知方法で、具体

的には、キックオフミーティング時に管理技術者が

該当する評価項目を各担当者に配布し確認する方法

を検討している。第2は新技術の獲得と水平展開で

ある。NETIS、標準仕様書や設計マニュアル等に記

載されているもの、メーカー情報や学会等の情報を

積極的に紹介し、設計内容に反映する方法を検討し

ている。

　（3）人材基盤WGでは、当社の活動基盤となる人

材の確保・維持を図り、当社の持続的発展に必要な

組織・体制を確保するための具体策を５つのテーマ

に分けて検討している。

　第1に新入社員採用計画を見直し、より能力のあ

る人材を確保するための施策を作成する。第2に現

状の社内若年層の技術力向上のための人材育成計画

を作成する。第3にグループリーダー、チームリー

ダー、チームサブリーダーへの管理者教育を実施す

る。第4に人材管理・育成のため、より効果的な管理

手法と組織、分掌規定を検討し、最適な社内体制の

構築方法を検討している。第5に社外人材の効果的

な継続利用を目指して、協力会社の人材育成と協力

関係の維持・強化策を検討し、具体策を提示する。

　（4）職場環境改善WGでは、協議のテーマを決定

するにあたり、事前に社内アンケートを実施し、そ

こに現れた改善テーマを4つのテーマに絞って検討

している。

　第1に残業量の減少のための条件。基本的には仕

事の生産性を上げなければ抜本的な解決にならない

との認識のもと、生産性向上のための方策を具立的

に検討している。第2に有給休暇消化のための方策。

仕事の実態に適合した有給休暇の計算時期の選定や

時間単位での有給休暇の制度の導入の検討をしてい

る。第3に空調・照明・パソコンの整備などのハード

面と、整理整頓・あいさつなどのソフト面の両方か

らの改善提案を検討している。第4に社内の権限体

系の整理。管理基準を整理することにより、業務の

指示系統を明確にし、コーポレートガバナンス（企

業統治）を強化する。

売上高 社員数

平成20年度当初　　　平成29年度末
35人

平成20年度当初
47人

平成29年度末

４億
7,430万円

４億
1,730万円

➡

《市場開発ワーキンググループ》
稲上貴裕（＝リーダー）、河野秀雄、溝口重一、津國秀樹、
津本直樹、長尾晃、梅本修平

《技術基盤ワーキンググループ》
内芝勝（＝リーダー）、藤岡宏彰、外村英雄、遠藤大伸、吉
田学、杉本信博、五味道隆

《人材基盤ワーキンググループ》
原村直樹（＝リーダー）、中島資之、秦貴彦、堀一、玉野静
恵、小林信博、平井郁二

《職場環境改善ワーキンググループ》
河野秀雄（＝リーダー）、原村直樹、津本直樹、外村英雄、
玉野静恵、山田真也、野村繕央

※各ワーキンググループの参加者名は平成29年11月現在のもの。
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外村（司会）　今日は、創立40年を経
た東峯技術コンサルタントがこれか
らどんな方向を目指すのか、河野代
表取締役、吉田常務取締役、溝口取
締役、河野取締役に語っていただき
ます。
　これからの当社を考えるにあたっ
ては、現在社内の４つのワーキング
グループがちょうどその目的で活動
していますので、ワーキンググルー
プを手がかりに、今日のお話を進め
ていこうと思います。私はワーキン
ググループの全体統括をしているこ
ともあって、本日の司会を務めさせ
ていただきます。
　まず、ワーキンググループができ
た背景と経緯を、河野取締役から振
り返っていただけますか。

河野秀　当社の経営計画はそれまで
単年度だけで作っていたんですが、
平成23年度から５カ年計画を作るこ
とにしました。そのときに、社長の
発案で中堅社員と幹部社員を集めて
合宿研修をすることになりました。
研修の最後に参加者の成果発表があ
り、内容を集約する中から「市場」

「技術」「人材」の３つのキーワードが
出てきた。この成果をどう展開して
いくかを社内で討議した結果、５カ
年計画の枠の中で、「市場開発」「技
術基盤」「人材基盤」の３つのワーキ
ンググループができたのです。
　５カ年計画は、第１期が平成23～
27年で、今は平成28年からの第２期
です。この大きな枠の中で、ワーキ
ンググループが討議を続けています。

外村　３テーマに加えて去年「職場
環境改善」が追加されて、今４つの
ワーキンググループになっています。
　各ワーキンググループでは、何が
問題とされていて、どう解決しよう
としているんでしょうか。まず「市
場開発」について、溝口取締役から
お願いします。

一人一人の能動的な発想で
市場を広げる

溝口　従来当社は、設計コンサルタ
ント業務を主体として、それを水平
展開して拡大してきました。電気・
機械を強みにして、他社の業務の一
部受注から始まって国交省や地方自
治体、公共機関などに、受注先を広
げてきたわけです。
　それは、ほとんど社長がけん引役
となって事業展開をしてきました。
これからは、会社全体として事業を
広げていくことが、技術にとっても
営業にとっても必要です。
　最近、従来の設計業務以外の、開

発事業とか管理業務に事業展開され
る例が見られます。その中で、当社
はどこにどう展開していくのか。従
来から言われているメンテナンスに
しても、ノウハウをどう確保するか、
あるいはICT（情報通信技術）なんか
もどう吸収してどう生かすのか。
　これからは一人一人が能動的な発
想をしないといけないと思います。

河野代表　今までは、お客様が当社
に求めていることに応えることで成
長してきました。これからは、当社
が成長するためのニーズとお客様の
ニーズが一致するのがどこなのかを
考えて、市場開発をしていってほし
いんです。溝口取締役が言ったメン
テナンスの事業化もひとつだろうし、
それをみんなで考えてほしいのです。

河野秀　今ある資産をどう効率的に
運用していくかという、いわゆるス
トックマネジメントは、これからの
テーマだと思います。
　既存の技術は当然継続していく
し、新しい技術で新しい市場開発も
する。それを当社だけですべてやる
ことはできないから、他社と共同で
受注するJV（ジョイントベンチャー、

共同企業体）も有効な手法だと思いま
す。

吉田　今ある電気・機械設備につい
て、環境変化に対応した更新・修
繕・改修計画を立て、維持管理する
事業があるべきですね。電気・機械
のコンサルタントとしての経験にも
とづいたメンテナンス業務は、お客
様も期待されているのではないで
しょうか。
　設計業務をやっている中で、老朽
化した電気・機械設備の改修ニーズ
は、かなり大きいと感じます。新し
い市場として開拓する価値があるの

ではないかと思います。

外村　メンテナンス、ICT、JVなど
いろいろ出てきましたが、電気・機
械だけではなく、そうした方向を模
索しないといけないという点は、一
致していますね。

若手とベテランの採用、
技術と事務の人材確保・育成

外村　続いて、「人材基盤」の話に移
ります。これについては社長のほう
からお願いします。

河野代表　人材は、育成も大事だ
が、育成する前の入り口で人材を厳
選することも大事です。さらにその
前に、来てもらえないと厳選もでき

役員座談会

未来、これからの東峯技術
コンサルタントの進む道
河野 隆章　代表取締役

吉 田  学　常務取締役・機械施設グループプロジェクトリーダー・技師長

溝口 重一　取締役・電気通信グループリーダー

河野 秀雄　取締役・営業企画グループリーダー

司会

外村 英雄　企画室室長

平成29（2017）年9月8日　大阪市内で開催

河野隆章代表取締役（左列奥）、吉田学常務取締役（左列手前）、
溝口重一取締役（右列手前）、河野秀雄取締役（右列奥）、
外村英雄企画室室長（中央奥）

▍役員座談会
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ません。来てもらうためには、大学
に建設コンサルタント業界を知って
もらい、我々が社会資本をこういう
ふうに構築して世の中を支えている
ということを理解してもらう努力が
必要です。
　2018年には学生が激減して、その
４年後に企業もその波をかぶりま
す。企業も、先を見越して採用しな
くてはなりません。しかも、入って
くれたら誰でもいいわけではない。
コンサルタントは入社後の教育だけ
で育つものではないから、本人の適
性も問われます。
　一方で、大ベテランである技師長
たちの効果が高いと感じたので、こ
れからもベテラン採用は続けたい。

若者の教育などに、経験を生かして
もらいたいと思います。
　それから、「人材基盤」は、技術の
人材だけじゃないということも大事
です。技術のプロフェッショナルの
集団だから技術屋を育てようという
ことだけを考えがちだけれども、会社
に必要な人材はそれだけではない。
財務管理ができる人、マネジメント
ができる人など、当社に必要な人材
を求めなければなりません。技術屋
だけを育てるんじゃない、会社を育
てる人の育成もワーキンググループ
で考えてほしいんです。

河野秀　当社が携わっている建設コ
ンサルタントという仕事は、社会に
貢献するすばらしい仕事だと思いま
す。ただ、技術者のみなさんがそれ
をあまり感じていないのではないか
なという印象があります。私は事務
屋だからそれを横から見ているんだ
けど、もったいないと感じます。もっ
と積極的にプライドを打ち出してい
けば、若い人たちはついてきてくれ
ると思います。
　それは採用する時の話でもある
し、育成においてもそうです。「今の
若者はクールだ」みたいに言われます
が、情熱を持って接すれば、応えて
くれる若者はたくさんいるし、入っ
た後も、ルーチンな仕事であっても
その結果どういうものができて、そ
れが社会にどう機能しているかが分
かれば、モチベーションは上がって
くると思います。

全体が見えれば
仕事のプライドが持てる

外村　今の若者は、上の人から見る
と「指示待ち」だったり、言われた
ことしかしないと感じる部分はある
と思うんですが、下の立場に立って

みると、全体が見えない中でプライ
ドを持ってやるのは難しい。
　自分がこういうインフラを作り上
げたということがプライドになって
いくから、日々は細部の作業に携
わっていても、全体が見える機会を
作っていくことが必要だと思います。

溝口　確かに、ひとつの契約に通信
や電気やすべての業種が入っている
ような中で「パーツ」の仕事をする
と、全体がどういう仕事なのか分か
らない。全体が見えていないとパー
ツのことだけで終わって、自分の仕
事もそのパーツだけだと判断してし
まう。そのことにより、目的が伝わ
らずにパーツだけを繰り返す仕事に
なってしまう。
　忙しい中で、目的意識を促せてい
ないところは課題です。

吉田　土木分野のコンサルタントと
一緒に仕事をすると、当社の専門分
野である電気・機械設備の部分につ
いて、打ち合わせで責任をもって対
応しなければなりません。そういう
経験を重ねることが、一人前のコン
サルタントになるためにすごく大事
なことだと思います。自分のことを
振り返ってみて、そう思います。
　適性を見るには、上司はあちこち
連れ回して、仕事のやり方とか、責任
を持たせてみたらどうするかとか、
実際の様子を見ることですね。それ
で性格や適性が分かったら、どうい
うことを任せるのがいいか考えて、
いいところを会社のために出しても
らうようにすることだと思います。
誰でも良いところと悪いところがあ
るので、それを上司が見抜いて指導
する必要があります。

溝口　昔はお客様への説明につまる
ことがあっても、むしろ教えていた

だいたりすることもあったのです
が、最近はそれがそのまま業務の評
価につながってしまうケースがあり
ます。部下がお客様の前で説明をす
る場合は、脇にいてフォローするの
ですが、これも度が過ぎるとかえっ
て本人の成長を阻んでしまうので、
さじ加減が難しいところです。

河野代表　僕は、人材育成は医学と
一緒と思ってるんです。
　まずは予防医学で、ミスが起こら
ないように、予防を徹底する。それ
でも何か起きたら、処方する。だか
ら、処方技術を持たないといけな
い。そのあと何がいるかというと、
リハビリ。上司と部下でリハビリの
プロセスを作れていれば、いい関係
だと思います。

技術提案書をチーム力で
レベルアップ

外村　次は「技術基盤」について、
吉田常務からお願いします。

吉田　商品つまり設計成果品は、と
にかくいいものを提供しなければな
りません。高品質な商品を作ること
がまず目標です。そのために、技術
基盤ワーキンググループでは、お客
様が数値で示してくれる受注業務の
評価点と総合評価方式での評価点の
２項目について議論し、レベルアッ
プしていこうとしています。
　受注業務の評価点については、良
い点も悪い点も含めて、業務の中で
分析してみる。設計審査会のデザイ
ンレビューといったことを標準化し
たらどうかという意見が出ていま
す。それから、技術力はもちろんだ
が、細やかな対応や社内外のコミュ
ニケーション、工程管理ができてい
るかなども大事です。

　総合評価方式のほうは、入札説明
書とか特記仕様書などを読み込ん
で、ニーズを見極めて技術提案書を
書くんですが、業務の理解度とか着
眼点、重要事項の指摘は頭では大体
分かるのだけれど、それを限られた
行で書き記すのが難しい。
　重要事項の指摘は、対応策もお客
様のニーズに合ったものが書けてい
るか問われるし、業務の理解度や着
眼点もそうで、お客様のニーズをよ
く見抜かないと、ピントがずれて評
価されません。高い評価点を取ると
いう点では結果が出つつあります
が、難しいです。

河野秀　私は技術提案書が読みやす
いようにチェックする役割で参加し
ていますが、技術提案書は確実にレ

ベルが上がってきていると思います。
　なぜ良くなってきたかというと、
チーム力ですね。得意なものを持ち
寄って討議するプロセスができあ
がっている。一人でやることの限界
を感じるとともに、集団でやること
が成果につながることを目の当たり
にしていると思います。
　これは使えるんじゃないですか？　
つまり、今技術提案書でやっている
ことを他の業務でも生かす。みんな
で話し合ったり助言しあったりすれ
ば、いろいろな仕事でもっと広がり
があるんじゃないでしょうか。
　私は技術者じゃないので議論して
いる中身は分からないのですけれど
も、そこで議論してできあがってい
くプロセスは、見てて楽しいですね。

「市場開発」「人材基盤」
「技術基盤」は三位一体

外村　技術提案書の話が膨らんでい
ますが、「技術基盤」について、それ
以外の面で何かありますか？

溝口　お客様からは、広い視野が求
められていると思うんです。今やっ
ていることが施設の規模と求められ
る機能との間で整合性がとれている
のかということなんですね。
　例えば、国交省の指針なら国交省
の指針だけを見て、個別的な設備に
求められる機能を十分に考えずに結
論を出してしまいがちです。そもそ
も、指針を正しく理解するためには、
それぞれの指針の背景にあるものを
しっかり見ていくことが大切である
し、その能力を持つことが、技術基
盤のひとつだと思います。
　背景を見る広い視野を得るため
に、部下には展示会に行くよう勧め
ています。そこでしっかりと今の技
術の状況を吸収してもらって、得た

▍役員座談会
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ところを会社全体に波及させていっ
てほしいですね。

河野代表　他に「技術基盤」で考え
てほしいこととして、コンサルタン
ト業として必要な技術をどう育てる
かがあります。技術力だけでなく、
説得力とか、お客様のニーズに優し
く応えられる力とかもあるでしょう。
　それから、支援業務やメンテナン
ス業務。これは、コンサルタント業
務とは違うので、どんな力が必要か
を考えてもらいたいです。協力会社
といい関係をどう育てていけるかと
いうこともあります。協力会社には
技術を支えてもらうのだから、これ
は「技術基盤」のテーマだと思いま
す。
　また、「人材基盤」の問題でもあり
ますが、技術士合格への道を、どう
やって作っていくか。今の技術提案
書を作るシステムとか提案内容は、
僕は立派な段階に成長してくれたと
思っています。だが、技術士になか
なか合格しない。一丸となって発揮
する力は、技術提案書を見ると育っ
てきたことが分かるが、技術士の合
格に至らないことには危機感を感じ
るべきだと思います。
　技術力があるか、もっといえば何
人が国家資格を取れたかは、市場開
発の条件でもあります。電気・機械
とか衛生工学の技術士のニーズが出
てきていることも市場開発につな
がっているし、市場開発をしていく
ためには、その仕事ができる人材が
育っていないといけない。そんなふ
うに、「市場開発」「人材基盤」「技術
基盤」の３要素はつながっていて、
一緒に進まないとうまくいかない。
ひとつだけ先走ってもいけないです
ね。

業務プロセスを見直して
働きやすい職場に

外村　最後に、「職場環境改善」に
ついて、河野取締役からお願いしま
す。

河野秀　働きやすい職場を考えるに
あたって、まず社内アンケートを取
りました。その結果を分析して、4つ
のテーマに絞りました。
　ひとつは残業解消です。それか
ら、似てるんですが、有給休暇の取
得。３番目は社内の働きやすい環境
です。光とか、空調とか、いろいろ
な機器の使いやすさなんかもありま
す。最後が、残業とも関係しますが、
制度というか仕組みというか、いろ
いろな職務階層の中で誰が何に責任
を持ち、どういう管理をしていくの
か、見直してみようということです。
　一番大きなテーマは残業です。現
在、水曜がノー残業デーになってい
ますが、水曜に定時で帰るためには、
他の日の働き方も考えますね。自分
の仕事を見直すきっかけにしてくれ
ればと思います。
　ワーキンググループでも、「なぜこ
んなに時間がかかるんだろう」から
出発して、作業効率が悪いことや、
ミスや手戻りに追われていることが
見えてきました。それがプロセスの
見直しや業務改善につながっていま
す。
　有給休暇も同じことで、一人一人
の業務プロセス、会社全体の業務プ
ロセスの見直しの中で、回答が見つ
かる。４つ目の、仕事を誰がどう管
理していくかという話も、やはりそ
こに関わってきます。

河野代表　職場の雰囲気も大切です
ね。いい職場には感謝と挨拶と笑顔

があります。日々の仕事に追われる
とついおろそかになってしまいます
が、それでは活力を失っていくだろ
うし、ひいては使命感も失っていく
でしょう。
　親睦会が、今度ボウリング大会を
やろうとしてるみたいだけど、そう
いう機会を持つことで笑顔とか感謝
も出てくるんでしょうね。

河野秀　会社がスポーツジムの法人
会員になっていますが、そこで一緒
に汗を流すこともよいコミュニケー
ションになると思います。
　もうひとつは、コンサルティング業
務はデスクワーク中心で、一人で１
から10までやることも多いので、日
常的にコミュニケーションを取る機

会が少ない。だからこそ挨拶も大き
な意味を持ってくるんですが、さっ
き言った、ひとつの仕事を何人かで
やるというのも効果的です。お互い
協力して仕事をすると、当然コミュ
ニケートするし、挨拶も自然に出て
きます。日常業務もできるだけ複数
でやったり、「ちょっとあの人を呼ん
で聞いてみよう」とかでテーブルが
すぐできたりすると、いいと思いま
す。

吉田　同感です。よりよい職場にす
るには、チームとして仕事をこなすた
めの役割分担を決めて、節目節目に
会議をして意見を出し合ってコミュ
ニケーションをとることですね。
　いくつかの仕事をそういう形でこ
なすと、おのずと職場環境が明るく
なるでしょう。挨拶できたり、言え
なかったことが言えたりすると思う
んですよ。

ボトムアップに期待

外村　一人でやることには限界があ
るし、職場環境がよく働きやすいと
いうことは、人材確保に対しても当
社の強みになります。残業解消だけ
ではなく、会社の雰囲気を良くする
ことも大事ですね。
　最後に一言ずつお願いします。

河野秀　40年の重みは確かなもので
す。自分たちで言うのもなんですが、
すごい資産だと思います。技術力も
市場も充分あって、条件をひとつひ
とつ挙げると、会社をとりまく環境
は非常によいです。
　展開をきちっとすれば、開けていく
と思います。やることはたくさんあ
ります。それを次の世代に担っても
らう手法をきちんと取っておけば、
うまく回っていくと思います。それ

だけの基盤は作ってきたと思ってい
ます。

溝口　40年進んできた今、自分たち
は古い人間だということを自覚し
て、周りにいてくれる次の世代の社
員を客観的に理解して、やっていき
たいです。「過去は、過去は」と言っ
ていても、前に進まないので。彼ら
の状況に合わせて、今やるべきこと
の重さや目的を明確に伝えることが
大事です。

吉田　技術提案書というのは、最終
的に社印を押して、会社の商品とし
て外に出していくものです。だから、
全社で対応していくということを、
改めて言いたい。

　そのうえでですが、お客様から評
価していただけるということは、試験
で点を取ることとは違います。「10問
中８問できたから、80点で合格」と
いうものではありません。われわれ
コンサルタントの業務は、とにかく
仕事に熱意を持ってお客様に対応す
るべきなので、そのためにはコミュ
ニケーションも大事ですが、やはり
仕事に取り組む姿勢、熱意を忘れな
いことです。

河野代表　僕は、しなきゃならない
ことはやってきたと思うんだけど、
それはトップダウンでしてきた。朝
礼でもよく言いますが、トップダウ
ンはもう卒業して、これからはボト
ムアップに期待しています。ボトム
アップの中で、技術のプロフェッ
ショナルも、経営のプロフェッショ
ナルも、生まれてくるんじゃないか
と思っています。そこでプロとして
生きることができた人とできなかっ
た人はやはり差がつくんだけど、そ
んな段階に入ってきたんじゃないか
と思います。
　これから41年目に入りますが、今
まで作り上げたプロセスやシステム
を守れば会社としての技術力や資産
は保たれていくし、増していくだろ
うと思っています。
　当社でよく言われているPDCA―
まず計画して、実行し、チェックし
てアクションを起こす。その繰り返
しによってテーマは変わっていき、
目標に到ります。去年から始まって
いる５カ年計画に基づいて、ひとつ
ひとつの「到

いたる

」を達成し、喜びを感
じてもらいたいと思います。

▍役員座談会

議
論
し
て
で
き
あ
が
っ
て
い
く
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ス
は
楽
し
い

河
野 

秀
雄

自分がこういうインフラを

作り上げたということが

プライドになっていく
外村 英雄
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表彰・報道の記録

平成 28 年 7 月 20 日

国土交通省近畿地方整備局
優良工事等施工者　局長表彰受賞

平成 28 年 7 月 20 日

国土交通省近畿地方整備局
優秀建設技術者　局長表彰受賞

平成 28 年 7 月 15 日

独立行政法人水資源機構
一庫ダム管理所長表彰受賞

日刊建設工業新聞
（平成28年８月31日）

日
刊
建
設
工
業
新
聞

（
平
成
28
年
８
月
31
日
）

『先見経済』662号（平成21年6月1日、清話会）32～34ページ

山口新聞（平成19年5月6日）

表 彰 ・ 報 道 の 記 録
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「城北倶楽部」会報『遙々』第４号
（平成21年3月20日、城北倶楽部）9～10ページ

『先見経済』779号
（平成29年8月1日、清話会）　

12～13ページ 

表 彰 ・ 報 道 の 記 録
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編 集 後 記

　創立40周年を迎え、記念の一環としてこの社史を発刊いたしました。
　当社では初めての社史制作であり、日常業務と並行して取り組んできたため、作業が思う
ように進まず、完成にいたるまで難航しましたが、ここに無事発刊することができました。
　40年の歴史をまとめる責任の重い仕事でしたが、当社の歩みを振り返るなか、会社の歴史
を積み重ねてこられた諸先輩の、仕事に対する熱い思いや厳しい苦難を知るまたとない機会
でもありました。貴重な経験を与えていただき感謝しております。
　創立以来の道のりに刻まれた数々の足跡の中から限られた誌面に載せる話題を選ぶことは、
思った以上に難しい作業でしたが、同時に楽しい時間でもありました。まだまだ、興味ある
出来事や苦労話がたくさんありましたが、別の機会を待ちたいと思います。
　弊社を見守り祝辞をお寄せいただいた方々、役員をはじめ編纂にご協力をいただきました
多くの皆様にあらためて心よりお礼を申し上げます。ありがとうございました。

40周年委員会　社史編纂チーム

〔40周年委員会〕
藤岡 宏彰　　原村 直樹　　外村 英雄　　中島 資之
津本 直樹　　秦 　貴彦　　長尾 　晃　　堀 　　一
内芝 　勝　　稲上 貴裕　　玉野 静恵　　遠藤 大伸

― 40周年記念誌 ―　到
いたる

を生きる


